
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人電気通信大学（法人番号5012405001286）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ②  平成２７年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２７年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

役員の報酬の内容は、役員報酬、地域費（地域手当）、通勤費（通勤手当）、
単身赴任費、期末特別費（期末・勤勉手当）となっている。
役員報酬規程に則り、平成2７年度の法人の長の役員報酬の月額は、6号
（965,000円）となっている。
期末特別費の期末手当分については、期末手当基礎額（報酬月額＋地域手
当＋管理職加算額＋役職段階別加算額）に６月に支給する場合においては
１００分の６２．５、１２月に支給する場合においては１００分の７７．５を乗じ、さら
に基準日以前６箇月以内の期間における在職期間に応じた割合を乗じて得
た額としている。勤勉手当分については、勤勉手当基礎額（報酬月額＋地域
手当＋管理職加算額＋役職段階別加算額）に業績に応じて規程に定める割
合を乗じて得た額としている。なお、平成２７年度においては、役員報酬月額
を平成27年4月に施行した規程改定により平均△2％引き下げた。但し、平成
29年度まで経過措置を設けている。さらに平成28年3月に施行した規程改定
により平成27年4月1日に遡及して1,000円の引上げ改定を行った。また、期末
特別費の年間の支給月数を0.05 月分引き上げる改定を行った。

報酬の内容は法人の長と同様である。

役員報酬規程に則り、平成27年度の理事の役員報酬の月額は、3号

（761,000円）及び1号（634,000円）となっている。

なお、平成２７年度においては、役員報酬月額を平成27年4月に施行した

規程改定により平均△2％引き下げた。但し、平成29年度まで経過措置を

設けている。さらに平成28年3月に施行した規程改定により平成27年4月1

日に遡及して1,000円の引上げ改定を行った。また、期末特別費の年間の

支給月数を0.05 月分引き上げる改定を行った。

期末特別費（勤勉手当相当分）の決定にあたり、業績に応じて役員報酬規程に定める成績
率の範囲内で増減を行うことができる。

役員報酬水準を検討するにあたって、国家公務員等のほか、企業規模が同様の民間企業

の役員報酬を参考としている。
事務次官の年間報酬額は、2,249万円となっている。また、人数規模が同規模である民間企
業の役員報酬は、2,791万円となっている。
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理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

役員（非常勤）の報酬は、非常勤役員報酬及び通勤費（通勤手当）となって
いる。
なお、平成２７年度においては、該当者はなく、改定なし。

報酬の内容は法人の長および理事と同様である。

役員報酬規程に則り、平成２７年度の監事の役員報酬の月額は、2号

（706,000円）となっている。

なお、平成２７年度においては、役員報酬月額を平成27年4月に施行した

規程改定により平均△2％引き下げた。但し、平成29年度まで経過措置を

設けている。さらに平成28年3月に施行した規程改定により平成27年4月1

日に遡及して1,000円の引上げ改定を行った。また、期末特別費の年間の

支給月数を0.05 月分引き上げる改定を行った。

報酬の内容は、理事（非常勤）と同様である。
非常勤役員報酬については、常勤役員報酬１号を基礎とし勤務時間および勤務
日数等を考慮して学長が決定するものとする。平成２７年度の非常勤役員報酬は
月額150,000円となっている。
なお、平成２７年度においては、改定なし。
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２　役員の報酬等の支給状況
平成２７年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,631 11,808 5,052 1,771 （地域手当） ※

千円 千円 千円 千円

14,693 9,312 3,984 1,396 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

14,904 9,312 3,984
1,396

211
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

14,951 9,312 3,984
　1,396

258
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,415 7,752 3,316
1,162

184
（地域手当）
（通勤手当）

◇

千円 千円 千円 千円

13,948 8,640 3,696
1，296

315
（地域手当）
（通勤手当）

※

千円 千円 千円 千円

1,859 1,800 0 59 （通勤手当）

注１：「地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給されているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

法人の長

A理事

B理事

D理事

前職

C理事

就任・退任の状況
役名

A監事

その他（内容）

B監事
（非常勤）

- 3 -



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事
　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

電気通信大学は、人類の持続的発展に貢献する知と技の創造と実践を理念
とし、「高度コミュニケーション社会」を支える総合的な科学技術を「総合コミュ
ニケーション科学」として創造し発展させるとともに、それに必要な人材を育成
することにより我が国はもとより国際社会に貢献することを使命として、創立
100周年に向けUECビジョン2018を掲げ、学長のリーダーシップの下、柔軟な
研究教育組織の構築や地域・企業・他大学との連携強化等を推進している。
そうした中で、電気通信大学の学長は、職員数約540名（常勤職員・特任含
む）の法人の代表として、その業務を総理するとともに校務を司り、所属職員
を統督して、経営責任者と教学責任者の職務を担っている。
学長の年間報酬額は、事務次官の年間給与額2,249万円と比較した場合そ
れ以下である。また、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬2,791
万円と比較してもそれ以下である。
電気通信大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職
俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、学長の職務内容の特性は上
記のとおり法人化移行前と同等以上であると言え、その職責等を勘案したも
のとしている。

こうした職務内容の特性等を踏まえると、報酬水準は妥当であると考えられる。

理事の役割は、学長を補佐し、法人の分担業務を掌理することに加え、各自の

所掌事項にかかわらず、法人業務全般に共同責任を負い、所掌事項以外につ

いても協議に加わることとしている。また、各分担業務に関わる副学長等とも密

接に連携・協議し、大学全体のミッション、ビジョンの実現に資する活動を進める

ものである。
理事の年間報酬額は、事務次官の年間給与額2,249万円と比較した場合それ
以下である。また、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬2,791万円と
比較してもそれ以下である。
このような職務内容の特性等を踏まえると報酬水準は妥当であると考える。

監事の役割は、法人の業務を監査するもので、学長、理事から独立し、業務の

執行には直接関与しないが、法人に対する国民の期待に応えること及び中期目

標の達成に必要な場合は、学長や役員会に意見を述べることとしている。

監事の年間報酬額は、事務次官の年間給与額2,249万円と比較した場合それ以

下である。また、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬2,791万円と比較

してもそれ以下である。
このような職務内容の責務等を踏まえると報酬水準は妥当であると考える。

該当なし。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であ
ると考えられる。
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４　役員の退職手当の支給状況（平成２７年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【文部科学大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

監事A

法人の長

理事A

法人の長

理事A

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

監事A

法人での在職期間

判断理由

期末特別費（勤勉手当相当分）の決定にあたり、業績に応じて役員報酬規程に定める成績
率の範囲内で増減を行うことができることとしており、今後も継続して行う方針である。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成２７年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当法人職員の給与水準を検討するにあたって、国家公務員に準拠することを基本としつつ、社

会一般の情勢や本学の財政状況等を勘案し、適切な水準となるよう考慮する。
平成２７年国家公務員給与等実態調査によれば、行政職俸給表（一）の平均給与月額は
408,996円、全俸給表の平均給与月額は416,455円となっている。
当法人においては、平成２２年度から人事に関する基本方針として人事活性化大綱を定め、そ
れに基づく具体的な人事計画の基準として年度ごとに人事計画策定指針を策定し、人材の有効
活用と適切な人員配置を行っている。また、学長裁量分により、重点教育研究分野での教員採
用、若手教員の抜擢人事等に活用する。

昇給・昇格および勤勉手当の成績率の決定において、能力と業績を評価する人事評価等に基

づき総合的な判断をする。
昇給では、昇給日（1月1日）の前1年間における人事評価等の結果を踏まえた勤務成績に応じて
昇給する号給数を決定している。昇格では、勤務成績が良好な職員をその職務に応じた上位の
級に昇格させる。勤勉手当（査定分）では、基準日（6月1日、12月1日）以前6ヶ月の期間における
人事評価等の結果を踏まえた勤務成績に応じて決定される支給割合（成績率）に基づき支給し
ている。

職員給与規程に則り、本給及び諸手当（扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当、通勤手

当、単身赴任手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、休日給、管理職員特別勤務手当、初任給

調整手当、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当）としている。
期末手当については、期末手当基礎額（本給＋扶養手当＋地域手当＋管理職加算額＋役職
段階別加算額）に６月に支給する場合においては１００分の１２２．５、１２月に支給する場合にお
いては１００分の１３７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期
間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（本給＋地域手当＋管理職加算額＋役職段階別加算

額）に勤務成績に応じて規程に定める割合を乗じて得た額としている。

なお、平成２７年度においては、一般職の職員の給与に関する法律の改正に準拠して以下のと
おり改正を行った。
（１）本給について、平成27年4月に施行した給与改定により、平均△2%の引下げ改定

を行った。但し、平成29年度まで経過措置を設けている。また、平成28年3月施行の給与改
定により、平成27年4月1日に遡及して平均0.4%の引上げ改定を行った。

（２）地域手当について、15％へ引上げ改定を行った。
（３）単身赴任手当について、基礎額は26,000円、加算額は最大58,000円へ引上げ改定を

行った。
（４）初任給調整手当について、月額 50,500 円を超えない範囲内の額へ引上げ改定を行った。
（５）管理職員特別勤務手当について、やむを得ず平日深夜に勤務した場合に手当を支給する

改定を行った。

（６）期末・勤勉手当について、年間の支給月数を0.1月分（再雇用職員については0.05月分）

引き上げた。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

395 47.8 8,495 6,188 100 2,307
人 歳 千円 千円 千円 千円

133 44.3 6,356 4,697 99 1,659
人 歳 千円 千円 千円 千円

261 49.5 9,595 6,954 101 2,641
人 歳 千円 千円 千円 千円

1

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 45.0 5,479 4,040 68 1,439
人 歳 千円 千円 千円 千円

1
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 43.3 5,540 4,086 57 1,454

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：常勤職員の技能・労務職種については、該当者がいないため省略した。
注３：医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）は全区分において該当者がいないため省略した。
注４：在外職員、任期付職員及び再任用職員については全職種で該当者がいないため省略した。
注５：常勤職員のその他医療職種（看護師）及び非常勤職員の事務・技術職種については、該当者が１人のため、
　　　当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、人数以外は記載していない。

[年俸制適用者]

人 歳 千円 千円 千円 千円

12 51.3 12,242 12,242 168 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 51.3 12,242 12,242 168 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

41 46.6 6,845 6,845 114 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 50.6 4,978 4,978 134 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

33 45.6 7,297 7,297 109 0

注１：在外職員、再任用職員及び非常勤職員については全職種で該当者がいないため省略した。
注２：常勤職員（年俸制）の事務・技術職種、技能・労務職種、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）は、
　　　該当者がいないため省略した。
注３：任期付職員（年俸制）の技能・労務職種、医療職種（病院医師）及び医療職種（病院看護師）は、該当者が
　 　 いないため省略した。

平均年齢

教育職種
（大学教員）

区分 うち賞与

常勤職員

教育職種
（大学教員）

事務・技術

うち所定内

非常勤職員

平成２７年度の年間給与額（平均）

総額

常勤職員

その他医療職種
（看護師）

任期付職員

人員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

事務・技術

教育職種
（大学教員）
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：教員職員（大学教員）の年齢28～31歳の該当者は3人であるため当該個人に関する情報が特定されるおそれのある

　　　ことから、年間給与額の第1・第3分位については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及
び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

9 54.2 8,806

21 54.1 7,428

67 46.5 6,477

11 37.8 5,357

25 29.7 4,163

（教員職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

109 55.1 10,891

108 46.9 9,009

4 50.3 8,834

40 41.5 7,065

④

（事務・技術職員）
夏季（6月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

62.2 61.8 62.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 37.8 38.2 38.0

％ ％ ％

         最高～最低 40.8～35.9 40.6～35.7 39.0～37.2

％ ％ ％

61.5 61.6 61.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.5 38.4 38.5

％ ％ ％

         最高～最低 43.9～34.7 43.5～35.0 42.4～34.9

（教育職員（大学教員））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

60.9 60.9 60.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.1 39.1 39.1

％ ％ ％

         最高～最低 50.3～35.7 49.5～36.6 49.9～36.7

％ ％ ％

61.7 61.8 61.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 38.3 38.2 38.2

％ ％ ％

         最高～最低 43.9～35.5 43.5～33.2 43.4～35.0

9,790～8,151

8,536～5,032

7,683～4,816

（最高～最低）

10,496～6,728

　　係長

　　主任

　　係員

13,882～8,447

千円

4,909～3,490

平均年齢
年間給与額

7,915～5,850

　代表的職位

　　教授

一律支給分（期末相当）

人員

分布状況を示すグループ 人員

　代表的職位

分布状況を示すグループ

　　課長

　　准教授

　　講師

　　助教

千円

8,981～8,619

賞与（平成２７年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

平均年齢

5,926～4,871

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

（最高～最低）

年間給与額

　　課長補佐

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

管理
職員

区分

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

- 9 -



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

９３.５
９２.７
９１.６
９２.０

１０６．５

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　１０４．４

４　モデル給与
○事務・技術職員 ○教員職員（大学教員）
・22歳（大卒初任給、独身） ・27歳（助教博士修了初任給、独身）
　月額　176,700円　　年額2,852,000円 　月額　328,210円　　年額5,297,000円　
・35歳（主任、配偶者・子1人） ・35歳（准教授、配偶者・子1人）
　月額　334,190円　　年額5,424,000円 　月額　462,990円　　年額7,621,000円　
・45歳（係長、配偶者・子2人） ・45歳（教授、配偶者・子2人）
　月額　412,160円　　年額6,685,000円 　月額　591,790円　　年額9,854,000円　

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

本法人の運営活動に必要な経費のほとんどについて、国からの運営費交付
金に委ねられていることから、国家公務員の給与水準を十分考慮し、社会一
般の情勢や本学の財務状況等を勘案した適正な給与水準とすることに努め
る。

内容

・年齢・地域勘案

（法人の検証結果）
【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　59％
（国からの財政支出額　5,629百万円、支出予算の総額　9,509百万円：平成
27年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額 0円（平成26年度決算）
【管理職の割合について】
常勤職員における管理職の占める割合　7％
（常勤職員数133名中9名）
【大卒以上の高学歴者の割合について】
常勤職員における大卒以上の高学歴者の割合　77％
（常勤職員数133名中103名）

【検証結果】
上記のとおり本学の支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は
50％以上であるが、累積欠損はなく、対国家公務員の指数の状況について
は年齢勘案、年齢・地域勘案、年齢・学歴勘案、年齢・地域・学歴勘案のい
ずれの指数も100以下となっているので、適切な給与水準であると考える。

対国家公務員
指数の状況

講ずる措置

項目
・年齢勘案

・年齢・学歴勘案
・年齢・地域・学歴勘案
（参考）対他法人

注： 上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、
　　平成2７年度の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した
　　指数である。
　　  なお、平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））
　　との給与水準（年額）の比較指標である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

昇給・昇格および勤勉手当の成績率の決定において、能力と業績を評価

する人事評価等に基づき総合的な判断をしており、今後も継続して行う方

針である。
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Ⅲ　総人件費について

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注2：　「非常勤役職員等給与」においては、寄付金、受託研究費その他競争的資金等により雇用される
　　　職員に係る費用及び人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の
　　　「11　役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

総人件費について参考となる事項
・「給与、報酬等支給総額」の対前年度比246,221千円について

　主な増額要因として、給与改定により、地域手当率が前年度と比較し3%増となったことおよび

　期末・勤勉手当の支給月数を年間で0.1月分引き上げたことによる増加が挙げられる。

　また、平成27年1月より導入した年俸制適用者の給与には、退職手当相当分が含まれて

　いる。そのため、「給与、報酬等支給総額」は、この退職手当相当分が含まれた額となって

　いる。

・「最広義人件費」の対前年度比551,796千円について

　主な増額要因として、前述した「給与、報酬等支給総額」の要因に加え、定年退職者の

　増加等に伴い退職手当支給額が増加したこと、また競争的資金を財源とした雇用の増加等

　により「非常勤役職員等給与」が増額となり、これらに伴い「福利厚生費」についても増額した

　ことが挙げられる。

・ 「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）

 　に準拠し、平成25年1月から退職手当の調整率を段階的に引き下げることとした。

平成25年1月1日から平成25年9月30日までの間においては100分の98、

平成25年10月1日から平成26年6月30日までの間においては100分の92、

平成26年7月1日以降においては100分の87

Ⅳ　その他

4,163,171

区　　分

給与、報酬等支給総額
3,887,225 3,842,572 3,916,950

非常勤役職員等給与
1,069,619 1,182,445 1,242,141 1,201,353

退職手当支給額
444,607 436,301 378,941

注1：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

317,258

1,433,105

182,888

706,919

最広義人件費
5,937,657

296,102

1,325,646

536,206

3,622,073 3,559,390

6,068,657 6,620,453

福利厚生費
561,686 581,785 643,173

5,804,841 5,638,6306,027,897

566,579

特になし。
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